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Ⅲ 区分記載請求書等保存方式（帳簿及び請求書等の記載事項並びにこれらの保存） 

（区分記載請求書等保存方式における帳簿及び請求書等に記載されるべき事項） 

【答】 

令和元年９月 30 日まで、仕入税額控除については、一定の帳簿及び請求書等の保存が要

件とされていました（請求書等保存方式）。 

令和元年 10 月１日から令和５年９月 30 日（適格請求書等保存方式の実施）までの間は、

この仕入税額控除の要件について、令和元年９月 30 日までの請求書等保存方式を基本的に

維持しつつ、軽減税率の適用対象となる商品の仕入れかそれ以外の仕入れかの区分を明確

にするための記載事項を追加した帳簿及び請求書等の保存が要件とされました（区分記載

請求書等保存方式）。 

具体的には、請求書等保存方式において必要とされていた記載事項に、次の事項が追加さ

れています（改正法附則 34②）。 

① 帳簿 

・ 課税仕入れが他の者から受けた軽減対象資産の譲渡等に係るものである場合にはそ

の旨（以下「軽減対象資産の譲渡等に係るものである旨」といいます。）   

② 区分記載請求書等 

・ 課税資産の譲渡等が軽減対象資産の譲渡等である場合にはその旨（以下「軽減対象資

産の譲渡等である旨」といいます。） 

・ 軽減税率と標準税率との税率の異なるごとに合計した課税資産の譲渡等の対価の額

（税込み）（以下「税率ごとに合計した課税資産の譲渡等の対価の額」といいます。） 

なお、課税貨物の引取りに係る仕入税額控除については、これまで同様、課税貨物に係る

課税標準である金額や引取りに係る消費税等の額が記載された輸入許可通知書等を保存す

るとともに、課税貨物に係る消費税等の額を帳簿に記載し保存することが要件とされてい

ます（旧消法 30⑧三、⑨三）。 

 

  

  

問12 令和元年10月１日から令和５年９月30日までの間は、仕入税額控除の方式として、令和

元年９月30日までの請求書等保存方式を基本的に維持した「区分記載請求書等保存方式」

とされましたが、この場合に保存すべき帳簿及び区分記載請求書等の記載事項について

教えてください。【令和５年10月改訂】 
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○ 請求書等保存方式と区分記載請求書等保存方式の記載事項の比較（旧消法 30⑧⑨、改正法

附則 34②） 

 
請求書等保存方式 

（令和元年９月 30 日まで） 

区分記載請求書等保存方式 
（令和元年 10 月１日から 

  令和５年９月 30 日までの間） 

帳簿 

① 課税仕入れの相手方の氏名又は名称 

② 課税仕入れを行った年月日 

③ 課税仕入れに係る資産又は役務の

内容 

 

 

 

 
④ 課税仕入れに係る支払対価の額 

① 課税仕入れの相手方の氏名又は名称 

② 課税仕入れを行った年月日 

③ 課税仕入れに係る資産又は役務の

内容 

（課税仕入れが他の者から受けた軽減

対象資産の譲渡等に係るものである

場合には、資産の内容及び軽減対象

資産の譲渡等に係るものである旨） 
④ 課税仕入れに係る支払対価の額 

請求書等 

① 書類の作成者の氏名又は名称 

② 課税資産の譲渡等を行った年月日 

③ 課税資産の譲渡等に係る資産又は

役務の内容 

 

 

 

 

④ 課税資産の譲渡等の対価の額（税

込価格） 

⑤ 書類の交付を受ける当該事業者の

氏名又は名称 

① 書類の作成者の氏名又は名称 

② 課税資産の譲渡等を行った年月日 

③ 課税資産の譲渡等に係る資産又は

役務の内容 

（課税資産の譲渡等が軽減対象資産の

譲渡等である場合には、資産の内容

及び軽減対象資産の譲渡等である

旨） 

④ 税率ごとに合計した課税資産の譲

渡等の対価の額（税込価格） 

⑤ 書類の交付を受ける当該事業者の

氏名又は名称 

  （注）請求書等保存方式の記載事項に加え、下線部分が追加されました。 

   

（「軽減対象資産の譲渡等である旨」の記載） 

【答】 

「軽減対象資産の譲渡等である旨」の記載については、軽減対象資産の譲渡等であること

が客観的に明らかであるといえる程度の表示がされていればよく、個々の取引ごとに 10％

や８％の税率が記載されている場合のほか、例えば、次のような場合も「軽減対象資産の譲

渡等である旨」の記載があると認められます（旧軽減通達 18）。 

① 請求書において、軽減税率の対象となる商品に、「※」や「☆」といった記号・番号等

を表示し、かつ、これらの記号・番号等が「軽減対象資産の譲渡等である旨」を別途「※

(☆)は軽減対象」などと表示し、明らかにしている場合 

② 同一の請求書において、軽減税率の対象となる商品とそれ以外の商品とを区分し、軽減

税率の対象となる商品として区分されたものについて、その全体が軽減税率の対象であ

ることが表示されている場合 

問13 区分記載請求書等に記載する「軽減対象資産の譲渡等である旨」は、どのように記載し

たらよいですか。【令和５年10月改訂】 
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③ 軽減税率の対象となる商品に係る請求書とそれ以外の商品に係る請求書とを分けて作

成し、軽減税率の対象となる商品に係る請求書において、そこに記載された商品が軽減税

率の対象であることが表示されている場合 

   

【記号・番号等を使用した場合の区分記載請求書等の記載例】 

 

                       

 

 

  

 

 

 

 

 

  

① 軽減税率対象品目には「※」などを記載 

② 税率ごとに合計した課税資産の譲渡等の

対価の額（税込み）を記載 

③ 「※」が軽減税率対象品目であることを示

すことを記載 

 

 

 

 

  

 

 

【同一請求書内で、税率ごとに商品を区分して区分記載請求書等を発行する場合の記載例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

請求書 
㈱○○御中         XX年11月30日 

11月分 131,200円(税込) 

日付 品名 金額 

11/1 小麦粉 ※ ① 5,400円 

11/1 ｷｯﾁﾝﾍﾟｰﾊﾟｰ  2,200円 

11/2 牛肉 ※ ① 10,800円 

… … … 

合計 131,200円 

② 10%対象 88,000円 

8%対象 43,200円 

※は軽減税率対象品目 ③  

△△商事㈱ 

請求書 
㈱○○御中         XX年11月30日 

11月分 131,200円(税込) 

日付 品名 金額 

11/1 米   5,400円 

11/1 牛肉   10,800円 

… … … 

8%対象 43,200円 

11/2 ｷｯﾁﾝﾍﾟｰﾊﾟｰ 2,200円 

… … … 

 10%対象 88,000円 

合計 131,200円 

   △△商事㈱ 
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【税率ごとに区分記載請求書等を分けて発行する場合の記載例】 

   ○ 軽減税率対象分            ○ 軽減税率対象分以外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

請求書 

（軽減税率対象） 
㈱○○御中         XX年11月30日 

11月分 43,200円(税込) 

日付 品名 金額 

11/1 米  5,400円 

11/1 牛肉  10,800円 

… … … 

合計 43,200円 

    △△商事㈱ 
  

請求書 
 
 

㈱○○御中         XX年11月30日 

11月分 88,000円(税込) 

日付 品名 金額 

11/2 ｷｯﾁﾝﾍﾟｰﾊﾟｰ 2,200円 

… … … 

合計 88,000円 

  △△商事㈱ 
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（仕入先から受け取った請求書等に「軽減対象資産の譲渡等である旨」等の記載がなかった場

合の追記） 

【答】 

令和元年 10 月１日から、軽減税率が適用される取引について仕入税額控除を行うために

保存すべき請求書等には、「軽減対象資産の譲渡等である旨」及び「税率ごとに合計した課

税資産の譲渡等の対価の額」が記載されている必要がありますが、これらの項目の記載がな

い請求書等を交付された場合であっても、当該請求書等の交付を受けた事業者が、その取引

の事実に基づいて、これらの項目を追記し、これを保存することで、仕入税額控除を行うこ

とが認められていました（改正法附則 34③）。 

なお、保存すべき区分記載請求書等の記載事項のうち、請求書等の交付を受けた事業者に

よる追記が認められていたのは「軽減対象資産の譲渡等である旨」及び「税率ごとに合計し

た課税資産の譲渡等の対価の額」のみとなっていますので他の項目について追記や修正を

行うことはできません（基通 21－１－４）。 

(注） 区分記載請求書等保存方式の下でも、令和元年９月 30 日までと同様に、例えば、３

万円未満の取引に係る仕入税額控除については、請求書等の保存がなくても法令に規

定する事項が記載された帳簿の保存のみで適用することができました（旧消法 30⑦、

旧消令 49①一）。 

なお、帳簿には、これまでの記載事項に加え、「軽減対象資産の譲渡等に係るもので

ある旨」を記載することが要件となります（改正法附則 34②）。 

 

（免税事業者からの課税仕入れの取扱い） 

【答】 

区分記載請求書等保存方式の下でも、免税事業者等からの課税仕入れについては、令和元

年９月 30日までと同様に仕入税額控除の適用を受けることができました。 

 

  （参考） 区分記載請求書等保存方式の概要は、問 12をご参照ください。 

  

問14 仕入先から受け取った請求書等に「軽減対象資産の譲渡等である旨」及び「税率ごとに

合計した課税資産の譲渡等の対価の額」の記載がなかったのですが、これらが記載された

請求書等の再交付を受けなければ仕入税額控除を行うことができないのでしょうか。【令

和５年 10月改訂】 

問15 区分記載請求書等保存方式に移行後であっても免税事業者からの課税仕入れについ

て、仕入税額控除ができますか。【令和５年 10月改訂】 


